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【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券（注）１

【届出の対象とした募集金額】
 
その他の者に対する割当 ０円

新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額を合算した金額

5,023,590,000円（注）２

（注）１　新株予約権証券は、ストック・オプション付与を目的

としたソニー株式会社第32回普通株式新株予約権とし

て発行されるものです。

２　新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際

して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は、本

届出書提出時の時価を基礎として算出した見込額であ

ります。新株予約権の権利行使期間内に行使が行われ

ない場合及び新株予約権者がその権利を喪失した場合

には、新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の

合計額は減少いたします。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行新株予約権証券】（第32回普通株式新株予約権証券）

（１）【募集の条件】

発行数 15,223個

発行価額の総額 無償

発行価格 無償

申込手数料 該当事項なし

申込単位 １個

申込期間 2016年11月21日

申込証拠金 該当事項なし

申込取扱場所 ソニー株式会社　人事部門とする。

払込期日 無償にて発行するため払込期日はない。

割当日 2016年11月22日（以下「割当日」という。）

払込取扱場所 該当事項なし

　（注）１．新株予約権証券は、2016年６月17日開催の当社定時株主総会の特別決議及び2016年11月１日開催の当社取締

役会決議に基づき発行されるものである。

２．申込みの方法

新株予約権の割当てを受ける者（以下「新株予約権者」という。）は、2016年11月21日に当社との間で「新

株予約権割当契約」（以下「割当契約」という。）を締結する。

３．新株予約権の募集は、ストック・オプションの目的をもって行うものであり、当社の執行役及び従業員なら

びに当社子会社の取締役（社外取締役を除く。本（注）３において以下同じ。）及び従業員に対する第三者

割当の方法による。

本募集の割当ての内訳は、以下のとおりである。

当社執行役　　　　　　　　　 8名（合計 4,800個）

当社従業員　　　　　　　　 212名（合計 2,974個）

当社完全子会社取締役　　　　28名（合計 1,223個）

当社完全子会社従業員　　　 381名（合計 3,722個）

当社その他の子会社取締役　　22名（合計 　722個）

当社その他の子会社従業員　 173名（合計 1,782個）

合計　　　　　　　　　　　 824名（総計15,223個）
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（２）【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的となる

株式の種類

ソニー株式会社　普通株式

完全議決権株式で株主の権利に特に制限のない当社における標準となる株式

 単元株式数は100株

新株予約権の目的となる

株式の数

1,522,300株

ただし、欄外（注）１．「付与株式数の調整」に定めるところにより、付与株式数（以下に

定義する。）が調整された場合は、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。

 各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。

新株予約権の行使時の払

込金額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により発行又は移

転する株式１株当りの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じて得られ

る金額とする。行使価額は、当初、以下の方法により決定される。

 割当日の前10営業日（終値（以下に定義する。）のない日を除く。）の各日における東京証

券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の単純平均の金

額（１円未満の端数は切り上げる。）とする。ただし、その金額が、(イ)割当日の翌日に先

立つ45営業日目に始まる30営業日（終値のない日を除く。）の各日における終値の単純平均

の金額（１円未満の端数は切り上げる。）、又は(ロ)割当日の終値（当該日に終値がない場

合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれかを下回る場合には、そのいずれか高い金額と

する。

 ただし、行使価額は、欄外（注）２．「行使価額の調整」の定めにより調整を受ける場合が

ある。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

5,023,590,000円

上記金額は、行使価額に「新株予約権の目的となる株式の数」たる1,522,300株を乗じた金

額であり、本届出書提出時の時価を基礎として算出した見込額である。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の１株当りの発行価格は、行使価額（欄外

（注）２．「行使価額の調整」の定めにより行使価額が調整された場合は調整後行使価

額）と同額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の

結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

 ３．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記

２．記載の資本金等増加限度額から上記２．に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。

新株予約権の行使期間 2017年11月22日から2026年11月21日までとする。ただし、行使期間の最終日が当社の休業日

に当たるときは、その前営業日を最終日とする。また、権利行使期間内であっても、下記

「新株予約権の行使の条件」３．に記載の制限に服するものとする。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

行使請求受付場所 ソニー株式会社　人事部門（又は、その時々における当該業務担当部

門）とする。

払込取扱場所 株式会社三井住友銀行本店（又は、その時々における当該銀行の承継

銀行もしくは当該店舗の承継店舗）とする。

新株予約権の行使の条件 １．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

 ２．当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認されたとき、又は当社が完全子会

社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会（株主総会決議が不要の場

合は、当社取締役会）で承認されたときは、当該合併、株式交換又は株式移転の効力発

生日以降新株予約権は行使することができない。
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 ３．上記のほか、割当契約に基づき、新株予約権の行使は以下の制限を受ける。

 (1）新株予約権者に割り当てられた新株予約権の総数の三分の一（端数は切り捨て

る。）は当該新株予約権者に適用ある新株予約権の行使可能期間の開始日（以下

「行使可能期間開始日」という。）以降行使請求可能（以下「第一次行使請求可能

部分」という。）となり、かかる総数から第一次行使請求可能部分を控除したもの

の二分の一（端数は切り捨てる。）は2018年11月22日以降行使請求可能（以下「第

二次行使請求可能部分」という。）となり、かかる総数から第一次行使請求可能部

分及び第二次行使請求可能部分を控除した残余は2019年11月22日以降行使請求可能

となる。

 (2）新株予約権者が、次の各号のいずれかに該当したことにより、当社又は当社の関係

会社（「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」に定める子会社及び

関連会社とし、併せて以下「ソニーグループ会社」という。）の取締役、執行役又

は従業員のいずれの地位をも喪失した場合、新株予約権の行使は、それぞれ次の各

号に定めるところによるものとする。ただし、いずれの場合も当該新株予約権者に

適用ある新株予約権の行使可能期間を超えて新株予約権を行使することはできな

い。

 （イ）新株予約権者が、当社もしくはソニーグループ会社の就業規則により懲戒解

雇又は諭旨退職の処分を受けた場合又は解任された場合。

 新株予約権者は、地位を喪失した日（以下「地位喪失日」という。）以後、

新株予約権を行使することができない。

 （ロ）新株予約権者が、死亡により退職又は退任した場合。

 新株予約権者の相続人は、下記(4)に従うことを条件として、地位喪失日に

おいて、上記(1)に基づき行使請求が可能となっている新株予約権（以下

「行使可能新株予約権」という。）については、当該地位喪失日から１年を

経過する日まで、これを行使することができ（当該行使期間の最終日が当社

の休業日に当たるときには、その前営業日を最終日とする。）、地位喪失日

において、上記(1)に基づき行使請求が可能となっていない新株予約権（以

下「行使不能新株予約権」という。）については、当該地位喪失日以後、こ

れを行使することができない。ただし、当社が行使不能新株予約権の行使を

認めた場合、地位喪失日（地位喪失日が行使可能期間開始日前の日である場

合は、行使可能期間開始日とする。）において行使不能新株予約権のすべて

が行使可能となり、新株予約権者の相続人は、地位喪失日から１年を経過す

る日まで、行使不能新株予約権を行使することができる（当該行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるときには、その前営業日を最終日とする。）。

 （ハ）その他の事由により、新株予約権者が地位を喪失した場合。

 新株予約権者は、行使可能新株予約権については、地位喪失日から１年を経

過する日まで、これを行使することができ（当該行使期間の最終日が当社の

休業日に当たるときには、その前営業日を最終日とする。）、行使不能新株

予約権については、当該地位喪失日以後、これを行使することができない。

ただし、当社が行使不能新株予約権の行使を認めた場合、地位喪失日（地位

喪失日が行使可能期間開始日前の日である場合は、行使可能期間開始日とす

る。）において行使不能新株予約権のすべてが行使可能となり、新株予約権

者は、地位喪失日から１年を経過する日まで、行使不能新株予約権を行使す

ることができる（当該行使期間の最終日が当社の休業日に当たるときには、

その前営業日を最終日とする。）。
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 (3）新株予約権者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合、新株予約権者は

新株予約権を行使することはできない。

 （イ）新株予約権者が、当社又はソニーグループ会社と競業関係にある会社の役

員、従業員又はコンサルタントに就き、かつ、本件につき指定された当社代

表執行役１名において、当該新株予約権者に割り当てた新株予約権の行使を

認めない旨の決定がされた場合。

 （ロ）新株予約権者に当社又はソニーグループ会社に対する背信行為があったもの

と認められる場合。

 （ハ）新株予約権者が、割当契約の規定に違反した場合。

 (4）新株予約権者が死亡した場合には、新株予約権者の相続人は、割当契約の規定なら

びに別途当社の定める条件に従い、未行使の新株予約権を承継し、これを行使する

ことができる。ただし、新株予約権者が、当社所定の書面により、当社に対し、相

続人による新株予約権の行使を希望しない旨を事前に届け出ていた場合には、相続

人は新株予約権を行使することができない。なお、新株予約権者が(ロ)を除く上記

(2)各号の規定に定める事由により地位を喪失した後に死亡した場合には、新株予

約権者の相続人は、新株予約権者が同各号の規定により行使できる範囲内で、新株

予約権者の地位喪失日から同各号に定める行使可能期間を経過する日までの間、新

株予約権を行使することができるものとする。ただし、いずれの場合も当該新株予

約権者に適用ある新株予約権の行使可能期間を超えて行使することはできない。

 (5）当社が当事者となる会社組織に関する一定の取引又は手続が行われる場合には、割

当契約に定めるところにより、当社の選択に従って、新株予約権の行使が制限され

ることがある。

 (6）対象者が租税特別措置法第29条の２に規定する課税の特例措置の適用を受けようと

する場合には、割当契約に定めるところにより、新株予約権の行使が制限される。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

新株予約権の取得条項は定めない。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するも

のとする。なお、割当契約に基づき、新株予約権者は、新株予約権の全部又は一部の譲渡、

質入れその他の処分が禁止される。

代用払込みに関する事項 該当事項なし

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

該当事項なし

　（注）１．付与株式数の調整

(1）当社が当社普通株式につき株式分割（無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合、付与株式数は次の

算式により調整されるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

(2）上記(1)の調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

(3）調整後付与株式数の適用日は、当該調整事由にかかる下記２．による行使価額の調整に関し、下記２．

(2)に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(4）付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株

予約権原簿に記載された各新株予約権者に通知する。ただし、適用の日の前日までに当該通知を行うこと

ができないときには、適用の日以降、速やかに通知する。

２．行使価額の調整

(1）割当日後に、当社が当社普通株式につき株式分割（無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合、行使

価額は次の算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

(2）上記(1)に従い行使価額の調整を行う場合の調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところに

よる。

調整後行使価額は、株式分割の場合は当該株式分割に係る基準日の翌日以降、株式併合の場合はその効力

発生日以降、これを適用する。
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(3）上記(1)の行使価額の調整を必要とする場合のほか、次のいずれかの場合には、行使価額は当社が適切と

考える方法により調整されるものとする。

①　合併、会社分割（新設分割もしくは吸収分割）又は資本金の額の減少のために行使価額の調整を必要

とするとき。

②　上記①のほか、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性を生ずる事由の発生によって行使価

額の調整を必要とするとき。

(4）行使価額の調整を行うときは、当社は調整後行使価額を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約

権原簿に記載された各新株予約権者に通知する。ただし、適用の日の前日までに当該通知を行うことがで

きないときには、適用の日以降、速やかに通知する。

３．新株予約権の行使請求及び払込みの方法

(1）新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、記名捺印又は署名（電子署名を含む。）の上、これを上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次

場所及び払込取扱場所」欄に定める行使請求受付場所に提出する（電磁的方法による行使請求を含む。）

ものとする。なお、「新株予約権行使請求書」の行使請求受付場所での受付は、かかる行使請求受付場所

の営業日に限るものとする。

(2）上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、新株予約権の行使に際し払込みをなすべき行使価

額の全額（以下「払込金」という。）を、現金にて上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及

び払込取扱場所」欄に定める払込取扱場所の当社の指定する口座（以下「指定口座」という。）に当社の

指定する日時までに振り込むものとする。

(3）行使請求受付場所に新株予約権行使に要する書類を提出した者は、その後これを取り消すことはできな

い。

４．新株予約権の行使の効力発生時期

新株予約権の行使の効力は、行使請求受付場所において受領された上記３．(1)の「新株予約権行使請求

書」が上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄に定める払込取扱場所に到

達し、かつ払込金が指定口座に入金されたときに生じるものとする。

５．単元株式数の定めの廃止等に伴う取扱い

割当日後、当社が単元株式数の定めを廃止する場合等には、会社法の規定及び新株予約権に関する要項の趣

旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、必要な措置を講ずるこ

とができるものとする。

 

（３）【新株予約権証券の引受け】

　該当事項はありません。

 

２【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円）（注）１ 発行諸費用の概算額（円）（注）２ 差引手取概算額（円）

5,023,590,000 5,000,000 5,018,590,000

　（注）１．新株予約権は無償で発行されるため、新株予約権の払込金額はないが、ここでは新株予約権が全部行使され

た場合における上記１(2)に記載された「新株予約権の行使時の払込金額」の合計額の本届出書提出時の時

価を基礎として算出した見込額を記載している。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれていない。

 

（２）【手取金の使途】

　今回の新株予約権の募集は、当社の業績と新株予約権者の受ける利益とを連動させることにより、ソニーグ

ループの業績向上に対する貢献意欲を高め、以って業績を向上させることを目的として、当社の執行役及び従

業員ならびに当社子会社の取締役（社外取締役を除く。）及び従業員に新株予約権を割り当てるために行うも

のであり、資金調達を目的としておりません。したがって、新株予約権は無償で発行されるものであり、新株

予約権の発行自体による手取金は発生しません。

　また、新株予約権の行使に際してなされる払込みは、当該行使の決定が将来の行使期間における各新株予約

権者の判断に委ねられるため、現時点でその金額、時期を資金計画に織り込むことは困難です。

　したがって新株予約権の行使に際してなされる払込みの手取金は、当社の運転資金に充当する予定ですが、

具体的な金額及び支出予定時期については、行使に伴う払込みがなされた時点の状況に応じて決定いたしま

す。
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第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

第１【公開買付けの概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等、金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照して下さい。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度（2015年度）（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）2016年６月17日に関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度（2016年度）第１四半期（自　2016年４月１日　至　2016年６月30日）2016年８月４日に関東財務局長に

提出

 

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日（2016年11月１日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項ならび

に企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第９号の２の規定に基づき、臨時報告書を2016年６月

22日に関東財務局長に提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日（2016年11月１日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項ならび

に企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項、同条第２項第１号及び同条同項第２号の２の規定に基づき、臨

時報告書を2016年11月１日に関東財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載され

た「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本書提出日（2016年11月１日）までの間におい

て生じた変更点は以下の通りです。変更点に関しては＿＿＿罫で示しております。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は以下の「事業等のリスク」

に記載した事項を除き、本書提出日（2016年11月１日）現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載すべき将来

に関する事項もありません。

「事業等のリスク」

(6）ソニーによる買収、第三者との合弁ならびに出資は成功しない可能性があります。

　ソニーは、技術獲得や効率的な新規事業開発のため、又は事業の競争力強化のため、買収、第三者との合弁及び

その他の戦略的出資を積極的に実施しています。例えば、ソニーは2016年２月に、ＬＴＥ（Long Term

Evolution）技術に特化した製品の開発と販売を行うAltair Semiconductor社を買収しました。また、ソニーは

2016年８月に、インド国内外に有力なスポーツネットワークを有するTEN Sports Networkを買収する確定契約を締

結しました。加えて、ソニーは、投下資本の軽減、営業費用の削減、ならびにリスクの第三者との共有による軽減

を目的として、これまでに第三者との合弁を実施してきましたが、今後もその可能性があります。さらに、ソニー

は、当初の目的を既に達成したなどの理由により、合弁事業の持分を売却したり、合弁パートナーの持分を買収し

たりすることがあります。例えば、ソニーは、2016年９月に、マイケル・ジャクソン遺産管理財団であるEstate

of Michael Jackson（以下「ＭＪ財団」）との音楽出版に関する合弁会社であるSony/ATV Music Publishing LLC

においてＭＪ財団が保有する50％の持分を取得し、同社をソニーの完全子会社としました。

　ソニーが事業買収を実施し、それを統合するにあたり、多額の費用が生じる可能性があります。加えて、ソニー

は、戦略上の目的や予定していた売上増加及び費用削減を実現できない可能性や、買収先事業において核となる人
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材を確保できない可能性もあります。また、買収した事業に関連する債務を承継することにより、ソニーの業績は

悪影響を受ける可能性があります。

　ソニーは、現在、いくつかの合弁会社や戦略的パートナーシップに出資を行っており、また、将来新たな出資を

行う可能性があります。ソニーと相手企業が競争状況の変化や、戦略や文化の違い、シナジー実現の失敗その他の

理由により共通の財務目的を達成できない場合、ソニーの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。さらに、ソ

ニーと相手企業が共通の財務目的を達成する過程にあったとしても、パートナーシップの期間中、ソニーの業績に

短期的又は中期的な悪影響を及ぼす可能性があります。これらの合弁や戦略的出資企業について、ソニーが利害の

対立に直面するリスクやキャッシュ・フローへの支配権を含む合弁及びその他の戦略的出資に対する支配権を十分

に確保できないリスクがあり、またソニー固有の技術やノウハウが漏洩するリスクも増加します。また、ソニーブ

ランドを使用する合弁会社の行為もしくは事業活動により、ソニーの評判が傷つけられる可能性があります。さら

に、合弁事業の業績などの結果によっては、ソニーは追加的な出資や債務保証を求められる可能性や、合弁事業の

相手企業の買収、売却あるいは、合弁解消に至る可能性もあります。加えて、持分法適用関連会社への投資価値が

投資簿価を下回り、それが一時的でないと判断される場合には、ソニーは減損を計上することになり、契約その他

の理由によりそれらの会社の株式等を処分できない場合には、損失が膨らむ可能性があります。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
ソニー株式会社本社

（東京都港区港南１丁目７番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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